
教職員定数の改善を求める意見書 

 令和２年度末に改正義務標準法が成立し、小学校の学級編制標準が 35

人に引き下げられていますが、中学校においても同様の措置が求められ

ます。 

学校現場における、子どもたちを取り巻く環境は、年々多様化・複雑化

しており、よりきめ細やかな指導が必要とされています。 

しかしながら、これらの課題に十分に対応できるだけの人員が配置さ

れているとは言い難い状況となっています。 

よって、国及び政府関係機関に対し、計画的な教職員定数改善を推進す

るよう強く求めます。 

以上、地方自治法第 99条の規定に基づき意見書を提出します。 
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